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シシンンポポジジウウムム  


ババイイオオ燃燃料料とと土土地地利利用用  
～～持持続続可可能能性性のの視視点点かからら～～  


 
現在、バイオ燃料の持続可能性については、国際的な議論が進められていますが、バイオ


マスや土地の総合的な利用の観点からの検討が必要です。 
NPO 法人バイオマス産業社会ネットワーク、国際環境 NGO FoE Japan、地球・人間環境


フォーラムの３団体は、このたび、FAO 農業経済開発部次長のキース・ウィーブ氏、FoE イ


ンターナショナルのトリー・クスワルドノ氏の 2 名の海外ゲストを迎え、シンポジウム「バ


イオ燃料と土地利用～持続 可能性の視点から～」を開催いたします。 
 
■ 日時 2009 年 3 月 5 日（木） 13:30～18:00 
■ 会場 早稲田大学大久保キャンパス 55 号館１階大会議室 
■ プログラム 


進行：中澤 健一／国際環境 NGO FoE Japan 
13:30 開会 
13:35-14:10 
 


基調講演① バイオ燃料をめぐる国内外の概況 
山地 憲治／東京大学大学院工学系研究科教授 


14:10-14:45 
 


基調講演② バイオ燃料：見通し、リスクと機会 
キース・ウィーブ／国連食糧農業機関（FAO）農業経済開発部次長 


14:45-15:10 
 


バイオ燃料の持続可能性～基準についての議論と今後の方向性 
井上 雅文／東京大学アジア生物資源環境研究センター准教授 


 休憩（10 分） 
15:20-15:45 
 


東アジアにおける持続可能なバイオマス利用ビジョンと LCA 
匂坂 正幸／（独）産業技術総合研究所素材エネルギー研究グループ長 


15:45-16:15 バイオ燃料は持続可能か？ 
トリー・クスワルドノ／FoE インターナショナルアグロ燃料キャン


ペーン・コーディネーター 
16:15-16:40 土地利用転換の現場から 


満田 夏花／地球・人間環境フォーラム 
 休憩・質問用紙回収（15 分） 
16:55-17:55 パネルディスカッション 


「持続可能な社会におけるバイオ燃料の位置づけ」 
パネリスト：（順不同） 


山地 憲治  キース・ウィーブ 
井上 雅文  匂坂 正幸 
トリー・クスワルドノ  満田 夏花 


コーディネーター： 
泊 みゆき／バイオマス産業社会ネットワーク（BIN）理事長 


18:00 閉会 
■ 主催 NPO 法人バイオマス産業社会ネットワーク（BIN）、 


国際環境 NGO FoE Japan、地球・人間環境フォーラム 
■ 後援 国連食糧農業機関（FAO）日本事務所 


「環境・持続社会」研究センター（JACSES） 
 
本シンポジウムは、三井物産環境基金の助成をいただき、開催いたします。 







 


 


■ 講演者紹介（登壇順、敬称略） 
山地 憲治（やまじ・けんじ）／東京大学大学院工学系研究科教授 


1977 年 東京大学大学院工学系研究科博士課程修了後、（財）電力中央研究所に入所。


1994 年 より東京大学教授。総合資源エネルギー調査会、産業構造審議会、中央環境


審議会、原子力委員会等の部会などの委員を務める。著書は、「システム数理工学-意
思決定のためのシステム分析-」（数理工学社）、｢エネルギー・環境・経済システム論｣


（岩波書店）、｢バイオエネルギー｣（ミオシン出版）、｢どうする日本の原子力｣（日刊


工業新聞社）ほか。工学博士。 
 
キース・ウィーブ（Keith Wiebe）／ 
国連食糧農業機関（FAO）農業・消費者保護局農業経済開発部次長 


カールトン大学で経済学を学んだ後、ウィスコンシン大学マディソン校より農業経


済学修士号及び博士号を取得。2007 年 1 月に現職に就任する前は、ワシントン D.C.
にあるアメリカ農務省経済調査局資源農林経済部次長。専門分野は、所有権、資源


利用、土地劣化、保全政策、農業生産性、食料安全保障。 
 
井上 雅文（いのうえ・まさふみ）／東京大学アジア生物資源環境研究センター准教授 


京都大学農学研究科博士課程林産工学専攻修了後、日本学術振興会特別研究員（京都大


学木材研究所）などを経て、2007 年 4 月より現職。2007 年 11 月～2008 年 12 月、


内閣府上席政策調査員（総合科学技術会議）を兼務。研究テーマは、縮木材の原理、製


造、利用やバイオマス利活用およびその持続可能性など。博士（農学）。 
 
 


匂坂 正幸（さぎさか・まさゆき）／ 
（独）産業技術総合研究所素材エネルギー研究グループ長 


1977 年工業技術院公害資源研究所（現:（独）産業技術総合研究所）入所。北海道


石炭鉱山技術研究センター、ライフサイクルアセスメント研究センター副研究セン


ター長などを経て現職。現在は、持続可能な社会の形成に向けた素材・エネルギシ


ステムのライフサイクル思考に基づく評価、提言に取り組む。工学博士。 
 
トリー・クスワルドノ（Torry Kuswardono）／ 


FoE インターナショナルアグロ燃料キャンペーン・コーディネーター 
1998 年バンドゥン工科大学（Bandung Institute of Technology：ITB）環境工学科


を卒業後、東インドネシアの地域の NGO を支援する NPO「Yayasan Pikul」で、天


然資源管理、先住民族の権利問題を担当。2005 年から WALHI（FoE インドネシア）


に移り、エネルギー・鉱物資源や気候変動のキャンぺーナーとして活躍。2008 年 8
月より現職。 


 
満田 夏花（みつた・かんな）／地球・人間環境フォーラム主任研究員 


東京都出身。地球・人間環境フォーラムにおいて、環境問題の調査に携わる。現


在は、「発展途上国における企業の社会的責任」、「国際金融機関／開発援助機関の


環境社会配慮」、「原材料調達における持続可能な自然資源管理」などをテーマと


した調査研究・政策提言に従事している。 
 
泊 みゆき（とまり・みゆき）／バイオマス産業社会ネットワーク（BIN）理事長 


日本大学大学院国際関係研究科修了。（株）富士総合研究所で 10 年以上、環境問題、


社会問題のリサーチに携わる。1999 年、バイオマス資源の持続可能な利用促進を目


的とする「バイオマス産業社会ネットワーク」を設立、共同代表に就任。2004 年よ


り現職。主な著書に、『草と木のバイオマス』（共著、朝日新聞社）、『バイオマス産業


社会』（共著、築地書館）他。経済産業省バイオ燃料持続可能性研究会委員、森林総


合研究所外部評価委員他。静岡大学農学部非常勤講師。 
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山地憲治 ０９０３０５ 1


バイオ燃料をめぐる国内外の概況


山地憲治（東京大学工学系研究科）
＠シンポジウム「バイオ燃料と土地利用－持続可能性の視点から－」


・バイオ燃料の現状


・わが国新エネルギー政策におけるバイオマス


・わが国のバイオ燃料政策


・各国のバイオ燃料政策と国際的取り組み


・バイオ燃料の持続性のために考慮すべき要件


山地憲治 ０９０３０５ 2


Modern Renewables:


Small but Rapid Growth


出所：S.Chu et al.: Toward a Sustainable Energy Future, InterAcademy Council (2007)


Modern Biomass: 
Largest among 
modern renewables;


Biofuels: Small in 
modern biomass, but 
rapid growth


(EJ=23.9MTOE)


山地憲治 ０９０３０５ 3


出所：S.Chu et al.: Toward a Sustainable Energy Future, InterAcademy Council (2007)


山地憲治 ０９０３０５ 4


新エネルギー部会資料（２００９年２月１３日）







山地憲治 ０９０３０５ 5
総合科学技術会議（２００６年７月）


（BDFに関する）


山地憲治 ０９０３０５ 6田中信世、EUのバイオ燃料政策、
国際貿易と投資（Winter/2007)


山地憲治 ０９０３０５ 7


新エネルギー部会資料（２００９年２月１３日）


山地憲治 ０９０３０５ 8


新エネルギー部会資料（２００９年２月１３日）







山地憲治 ０９０３０５ 9


新エネルギー部会資料（２００９年２月１３日）


山地憲治 ０９０３０５ 10


新エネルギー部会資料（２００９年２月１３日）


上記のほかに資源作物系（休耕地等を利用）のバイオマス資源が
あるが、わが国で大量にバイオ燃料を生産するには不足している。


山地憲治 ０９０３０５ 11
新エネルギー部会資料（２００９年２月１３日）


山地憲治 ０９０３０５ 12新エネルギー部会資料（２００９年２月１３日）







山地憲治 ０９０３０５ 13新エネルギー部会資料（２００９年２月１３日）
山地憲治 ０９０３０５ 14


環境省資料（２００６年）


山地憲治 ０９０３０５ 15


新エネルギー部会資料（２００９年２月１３日）


山地憲治 ０９０３０５ 16


新エネルギー部会資料（２００９年２月１３日）







山地憲治 ０９０３０５ 17


新エネルギー部会資料（２００９年２月１３日）


山地憲治 ０９０３０５ 18


新エネルギー部会資料（２００９年２月１３日）


山地憲治 ０９０３０５ 19 山地憲治 ０９０３０５ 20


バイオ燃料の持続可能性上考慮すべき要件


• 土地利用（特に食糧生産との競合）
• 土地利用改変に伴う温室効果ガス排出（泥炭からのCO2放


出など）


• バイオマス育成のための施肥に伴うN2OなどGHG排出
• バイオ燃料製造過程におけるCO2等の排出


• 森林生態系保全
• 地域社会の持続可能性


• 供給安定性と経済性は当然の前提
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世界食料農業白書世界食料農業白書 20082008
The State of Food and Agriculture 2008The State of Food and Agriculture 2008


バイオ燃料:
見通し、リスクと機会


Biofuels:
prospects, risks and opportunities


キース・ウィーブ
FAO農業経済開発部次長


Keith Wiebe
Deputy Director, Agricultural Development Economics Division


Food and Agriculture Organization of the United Nations


Symposium on “Sustainability of Biofuels and Land Use”
Waseda University, Tokyo, Japan


5 March 2009 22


Source: OECD and FAO


世界のエタノール及びバイオディー
ゼルの生産量（2000-2017年）
World ethanol and biodiesel production, 2000-2017
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主なメッセージ主なメッセージ
Key messagesKey messages


短期のリスク、長期の短期のリスク、長期の機会機会
ShortShort--term risks, longerterm risks, longer--term opportunitiesterm opportunities


分布分布は政策次第は政策次第
Distribution depends on policiesDistribution depends on policies


現在の政策は以下の事項を追求現在の政策は以下の事項を追求
－－エネルギー安全保障の強化エネルギー安全保障の強化
－－気候変動の緩和気候変動の緩和
－－農業および農村開発の支援農業および農村開発の支援


Current policies seek toCurrent policies seek to
–– enhance energy securityenhance energy security
–– mitigate climate changemitigate climate change
–– support agriculture and rural developmentsupport agriculture and rural development


44


エネルギー安全保障に与えるエネルギー安全保障に与える
影響はそれほど大きくはない影響はそれほど大きくはない


Modest impacts on energy securityModest impacts on energy security


Oil
35%


Coal
25%


Gas
21%


Biomass & 
waste
10%


Nuclear
6%


Hydro & 
other
3%


Source: IEA


世界の主要
なエネルギー
需要
World 
primary 
energy 
demand, 
2005


石油


石炭


ガス


バイオマス＆
廃棄物


原子力 水力＆
その他
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エタノール、
とうもろこし、
米国


Ethanol, corn, 
USA


バイオ
ディーゼル、
菜種、EU
Biodiesel, 
rapeseed,  


EU


エタノール、
サトウキビ、
ブラジル


Ethanol,
sugar cane, 


Brazil


気候変動に及ぶ多様な影響気候変動に及ぶ多様な影響
Diverse impacts on climate changeDiverse impacts on climate change


温室効果ガスの
排出量


Greenhouse gas 
emissions


?


?


土地利用転
換で


with land-
use change


化石
燃料
Fossil 
fuels


0


Source: IEA and FAO
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耕作地拡大の可能性？耕作地拡大の可能性？
Potential for cropland expansion?Potential for cropland expansion?


Source: FAO


利用されている耕作地
面積（1997－99年）


天水栽培による農作物生産
の可能性のある土地面積


百万ha


南米＆カ
リブ地域


サハラ
以南


先進国 移行国 東アジア 南アジア 中近東＆
北アフリ
カ


77


灌漑灌漑面積面積拡大の可能性？拡大の可能性？
Potential for irrigated area expansion?Potential for irrigated area expansion?


Source: FAO


百万ha


南米＆カリ
ブ地域


サハラ
以南


東・東南ア
ジア


南アジア 中近東＆
北アフリカ


灌漑された面積
(2001年) 灌漑に適した面積
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単収単収増加の可能性？増加の可能性？
Potential for yield increase?Potential for yield increase?


Source: FAO
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資源資源利用に与える影響利用に与える影響のの
不確実性不確実性


Uncertain impacts on resource useUncertain impacts on resource use


バイオ燃料にあてられる耕作
地の割合
Share of cropland to 
biofuels


ブラジル
Brazil


5%   ( 10% in 2030?)


米国
USA


2%   ( 5-10% in 2030?)


EU
EU


1%   ( 12-16% in 2030?)


世界全体
World


1%   ( 3-4% in 2030?)


Source: IEA 1010


農業及び農業及び食料食料安全保障に与安全保障に与
える大きな影響える大きな影響


Significant impacts on agriculture & food securitySignificant impacts on agriculture & food security
バイオ燃料に向けられる作物の割合
Share of crop to biofuels


ブラジル
Brazil


サトウキビの50％
50% of sugarcane


米国
USA


とうもろこしの30％
30% of maize


EU
EU


菜種の60％
60% of rapeseed


世界全体
World


穀物全体の5％、植物油の9％、しかし増加量の
半分以上が2005年以降
5% of cereals,
9% of vegetable oils,
but over half of the increase since 2005


Source: OECD and FAO
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バイオ燃料はバイオ燃料は食料食料価格高騰の価格高騰の
主要な要因の一つ主要な要因の一つ


Biofuels were one of several key drivers of high food pricesBiofuels were one of several key drivers of high food prices


経済発展経済発展とと食習慣の食習慣の変化変化
economic growth and changes in dieteconomic growth and changes in diet


農業への投資の減少農業への投資の減少
declining investment in agriculturedeclining investment in agriculture


穀物の穀物の在庫在庫量の減少量の減少
declining cereal stocksdeclining cereal stocks


天候天候不順不順にによるよる生産量の不足生産量の不足
weatherweather--related production shortfallsrelated production shortfalls


エネルギー価格の高騰エネルギー価格の高騰
rising energy costsrising energy costs


バイオ燃料の急成長バイオ燃料の急成長
rapid growth in biofuelsrapid growth in biofuels


為替レート及び輸出規制為替レート及び輸出規制
exchange rates and export restrictionsexchange rates and export restrictions
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バイオ燃料が価格に影響を及ぼす？バイオ燃料が価格に影響を及ぼす？
Biofuel impacts on prices?Biofuel impacts on prices?


出典出典
SourceSource


予測予測
EstimateEstimate


作物作物
CommodityCommodity


期間期間
Time periodTime period


World Bank (April 2008)World Bank (April 2008) 75 %75 % 世界食料指数世界食料指数


global food indexglobal food index
January 2002 January 2002 –– February 2008February 2008


IFPRI (May 2008)IFPRI (May 2008) 39 %39 %
2121--22 %22 %


とうもろこしとうもろこし/corn /corn 
米及び小麦米及び小麦/ rice & wheat/ rice & wheat


2000 2000 –– 20072007
2000 2000 –– 20072007


OECDOECD--FAO (May 2008)FAO (May 2008) 42 %42 %
34 %34 %
24 %24 %


粗粗粒穀物粒穀物/ coarse grains/ coarse grains
植物油植物油/ vegetable oils/ vegetable oils
小麦小麦//Wheat//Wheat


2008 2008 –– 20172017
2008 2008 –– 20172017
2008 2008 –– 20172017


Collins (June 2008)Collins (June 2008) 2525--60 %60 %
1919--26 %26 %


とうもろこしとうもろこし/corn/corn
アメリカの小売食品アメリカの小売食品/US retail /US retail 
foodfood


2006 2006 –– 20082008
2006 2006 –– 20082008


GlauberGlauber (June 2008)(June 2008) 2323--31 %31 %
10 %10 %
44--5 %5 %


農作物農作物/commodities/commodities
世界世界食料食料指数指数/global food index/global food index
アメリカの小売食品アメリカの小売食品/US retail /US retail 
foodfood


April 2007 April 2007 –– April 2008April 2008
April 2007 April 2007 –– April 2008April 2008
January January –– April 2008April 2008


CEA (May 2008)CEA (May 2008) 35 %35 %
3 %3 %


とうもろこしとうもろこし/corn/corn
世界食料指数世界食料指数/global food index/global food index


March 2007 March 2007 –– March 2008March 2008
March 2007 March 2007 –– March 2008March 2008
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20172017年までの年までの農作物農作物価格の予測価格の予測
Crop price projections to 2017Crop price projections to 2017
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食料食料安全保障の安全保障の諸側面諸側面
Dimensions of food securityDimensions of food security


供給供給 availabilityavailability
–– 世界全体、国、地域、家庭世界全体、国、地域、家庭


global, national, local, householdglobal, national, local, household


アクセスアクセス accessaccess
–– 国、地域、家庭、個人国、地域、家庭、個人


national, local, household, individualnational, local, household, individual


–– 価格、収入、価格、収入、富富
prices, income, wealthprices, income, wealth


利用利用 utilizationutilization
–– 上水、公衆衛生、健康上水、公衆衛生、健康


clean water, sanitation, healthclean water, sanitation, health


安定性安定性 stabilitystability
–– 上記いずれか上記いずれか及び及び対処能力における対処能力における不安定性不安定性


variability in any of the above, and in coping capacityvariability in any of the above, and in coping capacity 1818


増大増大する食料輸入額する食料輸入額
Rising food import billsRising food import bills


0 10 20 30 40 50 60 70


Total, LDC


Total, Developed


Vegetable Oils, global


Cereals, global


Meat, global


Dairy, global


% increase, 2008 over 2007


Source: FAO, 2008


2008年の増加率（2007年比）


乳製品


肉類


穀物


植物油


先進国 総計


発展途上国
総計


1919


主食（トウモロコシ）の価格の主食（トウモロコシ）の価格の1010％の％の
上昇が農村家庭に与える影響上昇が農村家庭に与える影響


Price impacts on rural householdsPrice impacts on rural households
of 10% increase in price of their main staple (maize)of 10% increase in price of their main staple (maize)


Rural


-2.5


-2.0


-1.5
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source: FAO/RIGA
Zezza et al (2008): The Impact of Rising Food Prices on the 
Poor (ftp://ftp.fao.org/docrep/fao/011/aj284e/aj284e00.pdf)


支出の五分位数


2020


主食の純売り手及び主食の純売り手及び純純買い手に買い手に
よって異なる影響よって異なる影響


Impacts differ for net sellers and net buyers of staple foodsImpacts differ for net sellers and net buyers of staple foods
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■純売り手の小規模農家


■自給自足の小規模農家


■純買い手の小規模農家


■地方の非土地所有者
（購買者）


■都会（購買者）
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農業及び農業及び食料食料安全保障に安全保障に
及ぶ大きな影響及ぶ大きな影響


Significant impacts on agriculture & food securitySignificant impacts on agriculture & food security


農民はインセンティブに対応している農民はインセンティブに対応している
Farmers are responding to incentivesFarmers are responding to incentives


食用作物の供給力は増大し、食用作物の供給力は増大し、20082008年は豊作年は豊作
Availability of food crops is increasing, with record harvests iAvailability of food crops is increasing, with record harvests in 2008n 2008


・・・しかしその増加量のほとんどは先進国にお・・・しかしその増加量のほとんどは先進国においていて
...... but most of the increase was in developed countriesbut most of the increase was in developed countries


・・・・・・20092009年の収穫量は低下する可能性がある年の収穫量は低下する可能性がある
...... 2009 harvests may be lower2009 harvests may be lower


・・・そして・・・そして99億億60006000万人以上の人々は依然十分な食万人以上の人々は依然十分な食


料料が得られないが得られない
...... and over 960 million people still lack access to sufficient fooand over 960 million people still lack access to sufficient foodd
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主なメッセージ主なメッセージ
Key messagesKey messages


短期のリスク、長期の短期のリスク、長期の機会機会
ShortShort--term risks, longerterm risks, longer--term opportunitiesterm opportunities


政策次第の政策次第の分布分布
Distribution depends on policiesDistribution depends on policies


現在の政策は以下の事項を意味する現在の政策は以下の事項を意味する
Current policies implyCurrent policies imply


–– エネルギー安全保障に及ぶ多少の影響エネルギー安全保障に及ぶ多少の影響
modest impacts on energy securitymodest impacts on energy security


––気候変動に及ぶ多様な影響気候変動に及ぶ多様な影響
diverse impacts on climate changediverse impacts on climate change


––農業及び農業及び食料食料安全保障に及ぶ大きな影響安全保障に及ぶ大きな影響
significant impacts on agriculture and food securitysignificant impacts on agriculture and food security


リスクの軽減とリスクの軽減と機会機会拡大のためには政策の拡大のためには政策の
変更が必要変更が必要
Reducing risks and expanding opportunities requires changing polReducing risks and expanding opportunities requires changing policiesicies


2323


政策政策対応対応がが
早急に必要早急に必要


Policy action is urgently neededPolicy action is urgently needed


貧しく、食料不安に直面している人々貧しく、食料不安に直面している人々
の保護の保護
Protect the poor and food insecureProtect the poor and food insecure


農業及び農村開発への投資農業及び農村開発への投資
Invest in agriculture and rural developmentInvest in agriculture and rural development


環境の持続可能性の確保環境の持続可能性の確保
Ensure environmental sustainabilityEnsure environmental sustainability


現在のバイオ燃料政策の見直し現在のバイオ燃料政策の見直し
Review current biofuel policiesReview current biofuel policies


国際的な政策の国際的な政策の調整調整の推進の推進
Promote international policy coordinationPromote international policy coordination 2424


FAOのウェブサイトにて
入手可能


Available on
FAO’s website


at


http://www.fao.org/sof/sofa








「バイオ燃料と土地利用」
～持続可能性の視点から～


平成２１年３月５日


◇東京大学・アジア生物資源環境研究センター◇東京大学・アジア生物資源環境研究センター
環境材料設計学研究室・准教授環境材料設計学研究室・准教授


井井 上上 雅雅 文文


バイオ燃料の持続可能性
～基準についての議論と今後の方向性～


NPO法人バイオマス産業社会ネットワーク


財団法人地球・人間環境フォーラム
国際NGO FoE JAPAN


３団体合同シンポジウム


① バイオ燃料政策
② 世界の議論
③ 日本型バイオ燃料の持続可能性


2東京大学・井上雅文


平成21年3月5日バイオ燃料の持続可能性


バイオ燃料政策


気候気候


エネルギエネルギ食料食料
安全保障


新規産業発展雇用創出地域の活性化地域の活性化


循環型社会形成循環型社会形成
廃棄物処理


資源の有効利用


エネルギー源の多様化


エネルギーの地産地消


非枯渇エネルギー


二酸化炭素排出量削減


脱化石燃料 カーボンニュートラル


リニューアブル


～バイオマス利活用のkeyは地方～


→このバイオマス利活用システムを
都市部がいかに支えるか？


農水省


経産省


環境省


食糧自給力の向上


食料生産環境の整備


土地の維持・拡大


人材の維持・増加


技術の継承・発展


農業の振興


原料栽培


バイオマスは再生可能……
しかし


・無尽蔵ではない：土地
・資源の少ない日本


・狭い日本


3東京大学・井上雅文


平成21年3月5日バイオ燃料の持続可能性


日本のバイオマス政策


京都議定書目標達成計画


バイオマス熱利用の導入
現状68万kl → 2010年目標：308万kl


温室効果ガス約760万CO2トン（６％の約１割）


バイオマス輸送用燃料の導入
現状：30ｋｌ → 2010年目標：50万kl


３％混合ガソリンとしては約3000万kl


（数値はすべて原油換算）


ほぼ全量を
製品輸入で確保


←ブラジル


ほぼ全量を
製品輸入で確保


←ブラジル


• 国産６００万ｋｌは？
• ５０万ｋｌ（エタノール換算：約84万ｋｌ）


……調達はどうするの？


• 国産：経済的かつ持続的な生産システム
• 輸入：サステイナビリティー


輸送用バイオ燃料の調達


国産


輸入


拠点集中型－大量生産


地産地消型－小規模生産


原料輸入


製品輸入


開発輸入


バイオエタノール：3万ｋL


バイオディーゼル：1～1.5万ｋL


バイオエタノール：40～45万ｋL


2005年：閣議決定


2008年：全部改訂


• エネルギー安全保障は？


日伯環境セミナー
３月１３日JICA
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平成21年3月5日バイオ燃料の持続可能性


バイオ燃料導入拡大における課題


バイオ燃料の導入拡大を図るには導入目標と具体的な行動計画が必要。


エネルギー安全保障
→供給源の多様化
→安定供給
気候安全保障
国際協力→世界貢献


各国のポテンシャル
サステナビリティー


Ｅ Ｔ Ｂ Ｅ → 直接混合直接混合Ｅ Ｔ Ｂ Ｅ → 直接混合


輸入バイオ燃料国産バイオ燃料


国際交渉オールジャパンで取り組む


製品輸入 or 開発輸入


地産地消システム
都市部のサポート
（オフセット？）


経済的かつ持続的な生産
システムの構築
原料調達＆製品販売にお
けるリスクマネージメント
地域を限定


食料安全保障
循環型社会の形成
地域活性化


エネルギー安全保障
→安定供給
新規産業の育成


「地域分散型」
（小規模生産）


「拠点集中型」
（大量生産）
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平成21年3月5日バイオ燃料の持続可能性


現在の議論は欧米主導で先行。


日本としても意見を確立し、世界基準に反映させることの意義は大きい。


《持続可能性基準の階層枠組み》


具
体
例


定
義


指標が満たすべ
き具体値 / 達成
の是非の報告義
務付


基準を満たすかを
検証・評価できるよ
うな定量的又は定
性的尺度


原則を満たす
ための具体的
かつ詳細な要
求事項


持続可能
性を測る基
本的な要件


“45%”


“ライフサイクルでの
化石燃料利用時の
温室効果ガスに対
する温室効果ガス
削減量”


“ライフサイク
ルで温室効果
ガス削減効果
があること”


“温室効果
ガス削減に
寄与するこ
と”


Norm/Reporting
ノルマ/報告義務


Indicator
指標


Criteria
基準(狭義)


Principle
原則


Cramer （2007）他


バイオ燃料持続可能性基準


認証システム


標準化
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平成21年3月5日バイオ燃料の持続可能性


バイオ燃料の持続可能性基準に関
する取組例①


• 持続可能性の基
準内容


• 基準の運用方法


• 農林業、貿易等に関して、様々な認証
制度がある。


• RSPO(Roundtable on 
Sustainable Palm Oil)


• 森林認証(FSC)
• Fairtrade Label


(4)  バイオ燃料以
外の既存の環境
基準・認証制度


• 持続可能性の基
準内容


• 政府機関、企業等が参加して基準を議
論している取組もある。


• Roundtable on 
sustainable Biofuels


• バイオマス産業社会
ネットワーク他


(3)   NGO等の自
主的取組による
検討動向


• 持続可能性の基
準内容


• 取組への参加国
のスタンス


• 議論は始まったばかりである。
• 主要な国際取組で持続可能性基準が
示されれば、世界全体のスタンダード
となる可能性が高い。


• GBEP
• ISO
• AREA


(2)  国際的取り組
みによる検討動
向


• 持続可能性の基
準内容


• 基準の運用方法
• バイオ燃料政策等
の背景


• 持続可能性の基準に加え、具体的な
施策と組み合わせ、その運用方法まで
検討されている事例も多い。


• 各国のバイオ燃料政策の方向性が反
映されている。


• EU
• ドイツ
• 英国
• オランダ
• 米国
• 米国カリフォルニア州


(1)  各国政府によ
る検討動向


メモ特徴例
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各国政府による検討動向


・バイオ燃料導入先進国2007年エネルギー自立および安全保障法で、事業
者に対し、再生可能燃料使用基準（RFS2)のクレジッ
トを取得できるバイオ燃料のGHG削減率を設定。算
定方法等は明確な規定は決まっていない。


米国： Energy 
Independence and 
Security Act of 2007


2007年の鉱油税法改正により、免税が受けられるバ
イオ燃料に対する環境影響評価を義務付けている。


スイス： Mineral oil tax


・英国やEU議論に影響Jacqueline Cramer氏を中心として、比較的早期から
検討されていた試験的基準で、2007年に発表された。


オランダ： Criteria for 
Sustainable Biomass 
production


・バイオ燃料導入先進国
・具体的なライフサイクル基
準を設定


2007年12月法令採択（ただしEU委員会では未認可）。
ライフサイクル基準を含む持続可能性・認証基準を
設定。


ドイツ： Biomass 
Sustainability Ordinance


・既に運用が始まっている
・輸入先行であり日本の状
況に似ている


2008年4月に施行された事業者のバイオ燃料導入義
務(RTFO)に対し、持続可能性に関する報告書提出
が義務付けられている。


英国： Carbon and 
Sustainability Reporting


・EU内外への影響が大きい
・具体的な議論が進行中


再生可能エネルギー指令(08年12月)において、各国
の導入目標達成量として算定されるバイオ燃料の持
続可能性基準を決定済。


EU： Environmental 
sustainability criteria


備考概要検討主体・制度名
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国際的な取り組みによる検討動向


今後の対応については協
議中。具体的な議論の開
始は2010年2月頃からとな
る見込み。


ドイツとブラジルが、バイオ燃料の持続可
能性基準に関するISO規格を検討する技
術委員会を設置するよう提案。
2008年12月に投票→賛成多数で採択。


ISO


アジアを含めた我が国の
バイオ燃料のあり方を検討
する場として重要。


2008年6月に発足した国際研究機関。東
アジアサミットエネルギー大臣会合で策
定に合意した「アジアバイオマス燃料原
則」の具体的検討を行う。


ERIA
(東アジア・ASEAN


経済研究センター)


基準と指標に分けて、具体
的な議論が進行中。
次回は3月にドイツで開催
される。
次回サミットでの報告を目
指す。


G8のグレンイーグルズ行動計画に従い
2006年に設置されたパートナーシップ。
GHG測定方法論検討のためのタスク
フォースと、持続可能性基準検討のため
のタスクフォースが設置されている。


GBEP
(Global Bioenergy


Partnership)


備考概要検討主体・制度名







9東京大学・井上雅文


平成21年3月5日バイオ燃料の持続可能性


ISO（国際標準化機構）


英国オランダ ドイツ


6つのWGで検討中。
09年初頭までに
ドラフトを作成予定。


ブラジル、ドイツが
検討を共同提案


2008年1月：指令案発表。
欧州議会産業委員会が指令
案の修正提案を採択。
2008年12月：採択。


• 06年11月、「Sustainability Standards for Bioenergy」（WWFドイツ）を公表
• Sustainability of Brazilian Bio-ethanol（ユトレヒト大学、カンピナス州立大学） ：06年8月公表
• Roundtable on Sustainable Biofuels（スイス連邦工科大学を中心とした取組） ：


08年8月、原則・基準案（Ver.0）を公表


• RTFOフィジビリティレポート：英国：2005年12月公表
• Testing framework for sustainable biomass：オランダ：2007年2月公表
• Towards a harmonised sustainable biomass certification scheme (Ecofys)：


英国・オランダ：2007年6月公表
• Criteria for sustainable biomass production（Cramerレポート）：


オランダ：2006年7月公表
• Criteria for a Sustainable Use of Bioenergy on a Global Scale （IFEU）：


ドイツ：2008年8月公表
• Gallagher review：英国：2008年7月公表


GBEP


バイオ燃料国際会議


英国のグレンイーグルズで
開催されたG8サミットでの
合意（05年7月）


06年5月発足


議長：英国


ISCC（International Sustainability 
& Carbon Certification）


プロジェクトでの研究
ドイツ2008年2月～10年2月


各国機関による投票
を経て、検討を開始。


再生可能燃料導入再生可能燃料導入
義務制度（義務制度（RTFORTFO））


EC承認済：2008年4月15日施行


バイオ燃料持続バイオ燃料持続
可能令（可能令（BSOBSO））


07年12月法令採択
ECの承認得られずペンディング


温暖化対策をリード温暖化対策を重視 温暖化対策、農業振興に加え、バイ
オ燃料の産業振興の視点もあり


GHG・TF 持続可能・TF


ＪＩSC NEN


再生可能エネルギー指令再生可能エネルギー指令


EC（欧州委員会）


運輸・エネルギー総局


CEN
（欧州標準化委員会）


報告書
提言書等


制度
法令等


実施方法の確立


原則
基準


枠組みの構築


研究調査


認証システム
標準化


ERIA


IDB：米州開発銀行


フランス ・・・・・


バイオ燃料の持続可能性基準策定に向けた


世界の動き
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EUREPGAP（ユーレップギャップ：欧州


小売業組合適正農業規範）


RSPO（Roundtable on Sustainable 
Palm Oil：持続可能なパーム油のための


円卓会議：）による「持続可能なパーム油
生産のための原則と基準」


FSC （Forest Stewardship 
Council：森林管理協議会）


による森林認証制度


バイオ燃料に特化したバイオマス生
産の新たな基準を作るのではなく、
持続可能な農業や林業での既存の
基準を活用するアプローチ。


① 短期間で適用可能
新たな基準を信頼性あるものに開発するには
時間を要する。既存の基準を利用することで
比較的短期間で適用可能となる。


② 既存の基準を利用することによる「信頼性」
既存の持続可能な農業、林業の基準は、多く
の関係者に認知されており、信頼性が高い。


③ 費用効率性、基準の収束
事業者にとって重複した基準を使うことが回
避可能であること。
長期的には、基準の収束に貢献できること。


英国の再生可能燃料導入義務制度
（RTFO）では、メタ・スタンダード・アプ
ローチを導入。


CEN（欧州標準化委員会）でのバイオ
燃料持続可能性の標準化においても、
注目されている。


メタスタンダード・アプローチ
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直接的土地利用変化：バイオ燃料用作物生産のための森林、草地等から農地への土地転換
間接的土地利用変化：バイオ燃料用作物の生産により当該土地で従来生産されていた作物等
が別の土地で生産されることに伴う土地転換


間接的土地利用変化については、因果関係の立証や影響の定量化には困難が伴う。
英国RTFOでは、間接的土地利用変化がどこで生ずるか把握が困難であること、及びバイオ燃料生産者の
管理外であることから、考慮は不要としている。
GBEPでは、EUや米国等が間接的土地利用変化の考慮の是非について検討を要請。


• エタノール生産年数の想定を長めにとると、上記計算式の分母が大きくなり、割り当てられるCO2排出量は小さくなる。


英国RTFOやドイツIFEUレポートでは20年と設定


上記に加えて、英国RTFOでは上記計算に加えて、土地利用変化に伴う排出（X tCO2）を毎年のCO2削減効果で除した値を「炭素回


収年数（carbon payback time）とし、当該値が10年以下であることを要件としている。


• 土地利用変化については、「変化前」の状況をどのように設定するかが焦点。


GBEPの第1回GHGタスクフォースでは「30年前」との比較との方針、IPCCガイドラインでは過去20年以内に土地利用変化があった場


合、「過去に土地利用変化があった土地」として炭素ストックを算定。


英国RTFOでは2005年11月30日の状態と比較（つまり、2005年12月1日以降の土地利用変化のみを考慮）。


森林 畑


X tCO2
炭素ストック


炭素ストック


（炭素ストックの差分）


・・・・・・


1年目 2年目 3年目 n 年目


バイオ燃料生産量 n×A GJ


A GJ


土地利用変化


（計算方法）


2006 IPCC Guidelines


土地利用変化に伴うGHG排出


調整／基盤サービス（国土保全機能）
生物多様性（動物、植物、昆虫･･･）


供給サービス（食料、木材、ﾊﾞｲｵ燃料）
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Gallagher review


再生可能燃料機構
（イギリス）
０８年７月


Biomass Sustainability 
Ordinance (BioNachV)
（ドイツ）
０７年１２月


再生可能燃料導入
義務制度（RTFO）
運輸省（イギリス）
０８年１月


再生エネルギー
指令案
欧州委員会
０８年１月


Criteria for sustainable 
biomass production
（オランダ）
０６年７月


Criteria for a 
Sustainable
Use of Bioenergy 


on a Global Scale
IFEU（ドイツ）
０８年８月


Towards a 
harmonised
sustainable biomass
certification scheme


Ecofys
０７年６月


Sustainability of 
Brazilian 
bio-ethanol
ユトレヒト大学
カンピナス州立大学
０６年８月


Sustainability 
Standards for 
Bioenergy
WWFドイツ
０６年１１月


Global Principles and 
Criteria for Sustainable
Biofuels Production 
Version Zero
（EPFL）
０８年８月


持続可能性基準および報告書


Cramerレポート


国際交渉において、アカデ
ミアを活用するべきである。


←持続可能性などの研究
は、少ない費用負担で効果
が大きい。


→社会科学分野に資源配
分するべき。
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ISO（国際標準化機構）


英国オランダ ドイツ


6つのWGで検討中。
09年初頭までに
ドラフトを作成予定。


ブラジル、ドイツが
検討を共同提案


2008年1月：指令案発表。
欧州議会産業委員会が指令
案の修正提案を採択。
2008年12月：採択。


報告書
提言書等


• 06年11月、「Sustainability Standards for Bioenergy」（WWFドイツ）を公表
• Sustainability of Brazilian Bio-ethanol（ユトレヒト大学、カンピナス州立大学） ：06年8月公表
• Roundtable on Sustainable Biofuels（スイス連邦工科大学を中心とした取組） ：


08年8月、原則・基準案（Ver.0）を公表


• RTFOフィジビリティレポート：英国：2005年12月公表
• Testing framework for sustainable biomass：オランダ：2007年2月公表
• Towards a harmonised sustainable biomass certification scheme (Ecofys)：


英国・オランダ：2007年6月公表
• Criteria for sustainable biomass production（Cramerレポート）：


オランダ：2006年7月公表
• Criteria for a Sustainable Use of Bioenergy on a Global Scale （IFEU）：


ドイツ：2008年8月公表
• Gallagher review：英国：2008年7月公表


GBEP


バイオ燃料国際会議


英国のグレンイーグルズで
開催されたG8サミットでの
合意（05年7月）


06年5月発足


議長：英国


ISCC（International Sustainability 
& Carbon Certification）


プロジェクトでの研究
ドイツ2008年2月～10年2月


各国機関による投票
を経て、検討を開始。


再生可能燃料導入再生可能燃料導入
義務制度（義務制度（RTFORTFO））


EC承認済：2008年4月15日施行


バイオ燃料持続バイオ燃料持続
可能令（可能令（BSOBSO））


制度
法令等


07年12月法令採択
ECの承認得られずペンディング


温暖化対策をリード温暖化対策を重視 温暖化対策、農業振興に加え、バイ
オ燃料の産業振興の視点もあり


GHG・TF 持続可能・TF


ＪＩSC NEN


ポイント④ドイツでの動き
認証システムの研究に着手


ポイント②欧州委員会での動きポイント③標準化の動き


ポイント①英国での動き


実施方法の確立


原則
基準


枠組みの構築


研究調査


再生可能エネルギー指令再生可能エネルギー指令


EC（欧州委員会）


運輸・エネルギー総局


CEN
（欧州標準化委員会）


ポイント⑤
・メタスタンダード
・自主的取り組み


認証システム
標準化


ERIA


IDB：米州開発銀行


フランス ・・・・・


バイオ燃料の持続可能性基準策定に向けた


世界の動き


ポイント⑨金融機関の活動


ポイント⑦アジアのリーダー


ポイント⑥土地利用変化に関する検討が活発化


ポイント⑧アカデミアの活用
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基準設計→認証制度


IDB: Inter-American Development Bank
Biofuels Sustainability Scorecard 


Roundtable on Sustainable Biofuels
EPFL Energy Center
Ensuring that biofuels deliver on their 
promise of sustainability


• 基準は、国や機関によって推奨、認定、規
制等の措置に取り入れられることで有効。


• バイオ燃料への適用は第三者認証が有効
であると考えられ、そのための制度、体制整
備が求められる。


それまでは……
→開発投資銀行の役割が大きい！
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資 源
作 物


環境影響


社会影響


研究開発躍進


文化への影響


先進国と途上国の利益不衡平


環境・食料・エネルギーの横断的議論


地域社会の価値再考


伝統農耕文化の保全


食糧 ｖｓ エネルギー


大規模プランテーション


化成肥料増加


農薬増加


過剰揚水


土地利用改変
CO2排出源増加


生態系の攪乱


生態系への影響


生物多様性衰退


煤煙被害


大気への影響


大気汚染


森林開発


泥炭地開発


モノカルチャー


休耕地利用


エネルギー価格不安定


再生可能エネルギー利用


エネルギー源の多様化


エネルギーの地産地消型利用


廃棄物処理


廃棄物の有効利用


臭気問題の解決


持続的森林経営


作物生産
力低下


CO2吸収・貯蔵源の増加


作物生産量変動


農地、森林の生態系維持


農地、森林の公益機能維持


既存農法放棄


廃棄物処理


作物増産


土地の維持・拡大食糧自給力
向上 人材の維持・増加


技術の継承・発展


食糧生産環境の整備


非可食部の非還元


土壌汚染


土壌への影響


地力低下


製造


利用


廃水処理


既存産業構造との競合


既存バイオマス利用との競合


カスケード利用の非徹底


水資源枯渇


水への影響


水質汚染


塩害


森林バイオマス


第一次産業活性化


•CO2排出削減効果は？
•エネルギー生産になっているか？
•経済的に機能するか？
•安定供給は可能か？
•資源の有効利用になっているか？
•自然環境への影響は？
•食料との競合が生じていないか？
•既存産業構造への影響は？
•地域社会への影響は？
•文化への影響は？


原油価格高騰


穀物価格高騰


他作物供給不足


転作


異常気象食肉価格高騰


投機対象として資金投入


低所得国の経済情勢不安


食料低自給率国の負担増


温暖化


代替燃料需要増加


人口増加


資金投入


新ビジネス創出


産業・雇用の創出


観光の誘致


定住者誘致


資本誘致


途上国への影響


大規模プランテーション


経済的自立・貧困解消


土地・水利権争い


既存農法の放棄


産業・雇用の創出


小作農の増加


過酷労働の助長


産業発展


地域活性化


新興国経済発展


肉食需要増加
飼料価格高騰


未


利


用


系


廃


棄


物


系


原料


バイオ燃料の生産拡大による環境および社会への影響


間伐材 食料不足


他作物価格高騰


燃料用穀物需要増


飼料穀物需要増


食糧とエネルギーの競合


エネルギー
安全保障


食糧
安全保障


CO2吸収・貯蔵源の減少
林地残材


GM微生物導入


食用穀物需要増


GM作物導入
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安定的な供給と需要を目指すには、当該バイオ燃料の利用形態が、 広くは国際世論や国民感情、限定的には地域
の事情や伝統に関して、政治情勢から宗教上の価値観に至るまで、地域ごとに確立された文化との対立を避けるべ
きである。


文化への影響
は？


バイオ燃料製造の全工程において、国際法規および当該地域の法令を遵守しなければならない。資源作物農園
開発やエタノール工場建設に際しては、地域住民の合意が不可欠であり、地域の開発計画と協調した土地利用、取
水、排水などを設計する必要がある。さらに、当該地域における新規産業、雇用の創出、エネルギー供給など、地域
社会への積極的な貢献を図り、信頼関係を構築することが望ましい。


地域社会への影
響は？


建築解体材など、特定の廃棄物については、マテリアルリサイクル利用が確立している分野もあり、ここでは、既存
事業の原料調達に配慮し、不必要な競合は避けるべきである。利用可能な資源量と既存産業におけるその利用状
況、インフラ分布、物流状態など、地域の実態を把握した上で、既存産業と調整、合意を得ることが重要である。


既存産業構造へ
の影響は？


人口増加、新興国の経済発展に伴う食料需要増加と嗜好・消費の変化に加え、バイオ燃料の生産が、直接あるい
は間接的に、食料の安定供給に影響を及ぼしている。特に低所得国、低食料自給率国への影響、低所得層への経
済的負担が大きく、政情不安の誘発、国家の安全保障問題に波及する可能性もある。原料には、廃棄物および未
利用系バイオマスの利用を推進するとともに、耕作放棄地など未利用地での資源作物の目的生産により、食料の生
産と供給を逼迫することのないバイオ燃料の開発が期待される。


食料との競合が
生じていないか？


バイオマス資源は、再生可能であるが、その生産には土地、水などが必要であるため、決して無尽蔵ではない。従っ
て、優先順度を考慮した有効利用が必須となる。例えば、木質等の場合、マテリアルとしてのリユース、リサイクルを
徹底し、カスケード利用を妨げてはならない。


資源の有効利用
になっているか？


森林および既存農地での大規模プランテーション開発において、土地利用の改変がCO2排出源増加と、吸収源減
少に、また、単一作物生産、GM導入、肥料、農薬の大量投入などが、生態系、水、土壌など、自然環境への負荷が
懸念される。さらに、燃料製造工程において、廃棄物や廃水処理の問題が生じる。新規の原料生産や燃料製造にお
いては、事前調査による未然防止、試運用期間の設定、継続的なモニタリング等の慎重な対応が必要である。


自然環境への影
響は？


エネルギーの安全保障において、価格と供給の安定化が不可欠である。そのため、世界情勢に影響を受けないよう、
国産原料の開発を推進する必要がある。原料の量的確保とともに、季節や年次変動への対策が必須であり、国内
外にシフト可能な原料の確保等の措置も重要である。


安定供給は可能
か？


バイオ燃料の導入初期においては、補助金や税制優遇措置など政策的配慮は不可欠である。しかし、持続的な事
業においては、イニシャル、ランニングコストともに、経済的に成立することが必須である。各要素技術の革新的な発
展とそれらの最適システムの確立、周辺事業との複合化など、多面的なコスト削減が必要である。


経済的に成立す
るか？


バイオ燃料は、 CO2排出削減を目指して、化石燃料の代替エネルギーを提供するものであり、生産、利用の全工程
でのエネルギー収支がポジティブでなければならない。


エネルギー生産
になっているか？


原料調達（原料の生産、収穫、運搬を含む）、燃料製造（変換、蒸留、脱水、廃棄物処理を含む）、利用（流通等を含
む）の全工程におけるCO2排出量を正確に把握し、総量が化石燃料使用時のそれを超えてはならない。


CO2排出量削減
効果は？


持続可能なバイオ燃料の開発において配慮すべき点
バイオ燃料革新技術計画２００８
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持続可能性評価のベンチマーク分析


文化・教育


各国の基準および研究機関の報告書


◎


○


○


◎


△


◎◎


公正取引


生産効率/補助への依存度
経
済


食糧安全保障


利害関係者との合意


地域経済への影響


土地・水の権利保護生産地域
への影響


労働者の労働条件


社
会
影
響


水・土壌・大気質への影響


○生態系・生物多様性への影響


◎土地利用変化


◎GHG削減効果


環
境
影
響


持続可能性に配慮すべき項目


積極的な取り組み
・直接的GHG削減効果


・土地利用変化


充実している基準：
・生物多様性 ・水、土壌 ・労働者の権利など


→メタスタンダードアプローチ


言及が少ない基準：
・エネルギーの安定供給
・間接的GHG排出量削減
・他産業、多用途との競合防止など
・文化・教育面への配慮


地域差（地形・気候、資源状況、目的、世論）の考慮が必要


《地域差》
•目的（導入政策）
•固有の地形・気候
•資源状況
•世論
の考慮が必要


日本型バイオ燃料持続可能性基準日本型バイオ燃料持続可能性基準 18東京大学・井上雅文
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1. GHG排出量収支及び炭素ストックの考慮
2. 生態系への影響の配慮
3. 水資源の枯渇と汚染、利用競合の回避
4. 土壌の劣化、汚染防止
5. 大気汚染の防止
6. 食料供給体制の整備、圧迫の回避
7. 産業及び経済への貢献
8. 労働者の権利の尊重
9. 地域の権利の尊重
10. エネルギー安全保障
11. 文化、教育への配慮
12. グッドガバナンス


日本型バイオ燃料の持続可能性《原則》


基準：既存産業との競合の回避
（社会>産業面）


指標：


− 新規参入（エネルギー）産業は、立地、原
料確保について既存産業との競合を避け、
合意を形成すべきこと


− バイオ燃料生産、利用を促す助成措置
（免税等）は、GHG削減等に関する費用


対効果が認められること


− バイオ燃料生産、利用を促す助成措置
（免税等）は、貿易障壁とならない一方で、
不当な二重優遇等を引き起こし、地域内
産業を圧迫することがないようにすること


赤字は既存基準が適用不可能
それ以外は、既存の原則・基準の適用可


日本型バイオ燃料の持続可能性


例えば：


事業者のためにも、基準の策定、指標の
設定、認証制度の早急な整備を！！
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持続可能な事業のための
リスクマネージメント


BF工場


モラセス


絞り汁


エタノール


砂糖


バガス


生キャッサバ


乾燥キャッサバ


スターチ


スターチ


原料のリスクヘッジ 製品のリスクヘッジ


・原油価格の変動→製品価格への影響！
・資源作物の単一栽培は危険！→原料と製品の多様化が必要！
・例えば、木質系を原料にするならば、紙とセットで……
・『米』で食料とエネルギーの両立を目指すことは有効では……


地上部 燃料、肥料


サトウキビサトウキビ


キャッサバキャッサバ


・エタノール工場倒産→
・アフリカのヤトロファ→


ブタノール


エリアンサスエリアンサス


ファイバー
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持続可能なバイオ燃料持続可能なバイオ燃料のの
生産拡大生産拡大を目指して！を目指して！


ClimateClimate


EnergyEnergy FoodFood
Security


バイオ燃料導入促進政策：
食料安全保障＆エネルギー安全保障


目標の設定と目標達成シナリオの詳細検討


世界の議論：
持続可能性：原則→基準→指標→認証


土地利用変化＆メタスタンダード・アプローチ


国際交渉：
日本のスタンスを明確に


アジアでのリーダーシップ（連携）が重要


アカデミアの活用（社会科学分野に資源配分）


日本型「バイオ燃料の持続可能性」：
事業者のためにも早急な認証制度を整備


調達方法（国産＆輸入）に応じた基準設定


リスク管理


金融機関の活動


リニューアブル！
カーボンニュートラル！


サステナビリティ！


……ご静聴ありがとうございました。
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東アジアにおける東アジアにおける
持続可能なバイオマス利用ビジョンと持続可能なバイオマス利用ビジョンとLCALCA


匂匂 坂坂 正正 幸幸 （さぎさかまさゆき）


独立行政法人 産業技術総合研究所
安全科学研究部門


素材エネルギー研究グループ
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Environmental 
Performance


Social
Performance


Economic
Performance


Triple Bottom Lines for Sustainable Development


GHG  Emission 
Reduction
(Global & 
Regional
Environment
………)
by LCA


Domestic/Regional Gap Abatement
Food vs. Energy
(Culture, Education, Poverty,  
Peace, Human Rights …..)


Regional GDP, 
Energy Security 
(Economic 
Development)


東アジアサミットへの政策提言東アジアサミットへの政策提言


各層での経済性の最大化


環境負荷の削減


各層での社会便益の最大化


持続可能性評価指標の開発


定量的評価手法の発展・普及


地域、バイオマス種別の考慮


地域・国際協力の推進
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ERIAERIAワーキンググループワーキンググループ 20072007.7.7 –– 20082008.3.3
(Economic Research Institute for ASEAN & East Asia) (Economic Research Institute for ASEAN & East Asia) 


““東アジアでの持続可能なバイオマス利活用ビジョン東アジアでの持続可能なバイオマス利活用ビジョン””
““Sustainable Biomass Utilisation VisionSustainable Biomass Utilisation Vision””


目的：経済発展、環境保全、格差是正目的：経済発展、環境保全、格差是正


専門家による相互学習、議論専門家による相互学習、議論;
持続可能性の定義、諸評価手法、東アジアの現状・特異性


ケーススタディの管理ケーススタディの管理;
域内でのケーススタディ課題の設定、成果の管理


成果の発信成果の発信;
報告書の編集、セミナー等への対応
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National Institute of Advanced Industrial Science & Technology


独立行政法人 産業技術総合研究所 安全科学研究部門


Project Leader: Masayuki SAGISAKA
WG Members: 


・ Jessie C. Elauria, Associate Professor, College Eng. & Agro-Indust. Tech., 
Univ. Philippines Los Banos, The Philippines


・ Shabbir H. Gheewala, Associate Professor, The Joint Graduate School of 
Energy & Environment (JGSEE), King Mongkut‘s Univ. of Technology, Thailand


・ Khoo Hsien Hui, Research Fellow, Institute of Chemical & Engineering Sciences 
(ICES), Singapore


・ Atsushi Kurosawa, Vice Director, Research & Development Division, The 
Institute of Applied Energy (IAE), Japan


・ Yucho Sadamichi, Lecturer, Life Cycle Management Centre, Chiang Mai 
University, Thailand


・ Vinod K. Sharma, Professor, Indira Gandhi Institute of Development Research 
(IGIDR), India


・ Chen Sau Soon, Senior General Manager, Environment & Bioprocess 
Technology Centre, SIRIM, Malaysia
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ワーキンググループ構成: 
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環境的側面環境的側面


社会的側面社会的側面


経済的側面経済的側面


持続可能な社会形成へのアプローチ持続可能な社会形成へのアプローチ


GHG  Emission GHG  Emission 
ReductionReduction
(Global & (Global & 
RegionalRegional
EnvironmentEnvironment
………………))
by LCAby LCA


Domestic/Regional Gap AbatementDomestic/Regional Gap Abatement
FoodFood vs. Energyvs. Energy
(Culture, Education, Poverty,  (Culture, Education, Poverty,  
Peace, Human Rights Peace, Human Rights ……..)..)


Regional GDP, Regional GDP, 
Energy Security Energy Security 
(Economic (Economic 
Development)Development)
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東アジアのバイオマスへの期待東アジアのバイオマスへの期待
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Oceania


Asia


Middle East


Africa


Europe


S. America


N. America


Asia


Year


一次エネルギー供給の推移


GDP


人口


タイ マレーシア インドネシア


ブルネイ シンガポール フィリピン


ミャンマー カンボジア ラオス


ベトナム 日本 韓国


中国 豪州 NZ


インド その他東アジアのGDPと人口が世界に占める割合 2004
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バイオ燃料の社会側面評価（インド）バイオ燃料の社会側面評価（インド）
村落でのバイオガス利用⇒性格差への影響


バイオ燃料の経済側面評価（フィリピン）バイオ燃料の経済側面評価（フィリピン）
CME付加価値の定量化
地域利用評価（タイ）地域利用評価（タイ）
樹木発電の持続性とGHG排出評価
BDFBDFののLCALCA評価評価 ((マレーシアマレーシア))
パーム油⇒BDFのLCA評価
バイオ燃料の外部コスト評価バイオ燃料の外部コスト評価 ((タイタイ))
キャッサバ⇒EtOH LCC評価
バイオ燃料評価手法整理バイオ燃料評価手法整理 ((日本日本))
評価手法・モデルの調査、整理


ERIAERIAのもとで行われたケーススタディの内容のもとで行われたケーススタディの内容
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High
██ 0.950 and over
██ 0.900–0.949
██ 0.850–0.899
██ 0.800–0.849
Medium
██ 0.750–0.799
██ 0.700–0.749
██ 0.650–0.699
██ 0.600–0.649
██ 0.550–0.599
██ 0.500–0.549
Low
██ 0.450–0.499
██ 0.400–0.449
██ 0.350–0.399
██ under 0.350
██ not available


The 2007/2008 edition of the Human Development Report (HDR) by UNDP 
November 27, 2007; in Brasília, Brazil.


人間開発指数人間開発指数(HDI)(HDI)：生活の質、発展度合：生活の質、発展度合


成人識字率成人識字率[15[15歳以上歳以上]]（（100100--0%)0%)
総就学率（総就学率（100100--0%)0%)
GDP[GDB/GDP[GDB/人人]]（（>40000>40000--<100US$)<100US$)
平均寿命（平均寿命（>85>85--<25<25歳歳))


社会性評価指標例社会性評価指標例(HDI)(HDI)







Research Institute of Science for Safety & Sustainability
National Institute of Advanced Industrial Science & Technology


独立行政法人 産業技術総合研究所 安全科学研究部門


日本版被害算定型日本版被害算定型ライフサイクルライフサイクル影響評価手法影響評価手法
LIME : LIME : LLife Cycle ife Cycle IImpact Assessment mpact Assessment MMethod based on ethod based on 


EEndpoint Modellingndpoint Modelling
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バイオマス利活用のバイオマス利活用のLCALCA評価概念評価概念


開墾・播種開墾・播種


耕耕 作作


刈刈 取取


原料輸送原料輸送


変変 換換


利利 用用


製品輸送製品輸送


((廃廃 棄）棄）


農業・土木機械燃料農業・土木機械燃料
水、電力、など水、電力、など


同上同上


同上同上


輸送機械燃料、など輸送機械燃料、など


電力、副原料、蒸気、など電力、副原料、蒸気、など


no COno CO22 emissionemission


COCO22
NONOxx
SOSOxx
NN22OO
CHCH44
……
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輸送機械燃料、など輸送機械燃料、など
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Sugarcane⇒EtOH incl. N2O Gasoline
CH4


Land
2.13m2 (17kg)


Fertiliser N → Cultivation → N2O


0.0614kg(σ=0.00782) 0.000579kg
Fertiliser P →


0.0638kg(σ=0.04)
Fertiliser K →


0.0298kg(##-##)


Insecticide →
0.000102kg
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0.00085kg


Diesel Oil (Cultivation) →
0.00634kg(σ=0.0000354)


Diesel Oil (Fertilisation) →
0.121kg(σ=0.032)


Diesel Oil (Hervest) →
0.0243kg(σ=0.0179)


↓
Cane 16.9kg


↓
Diesel Oil (Truck) → Transportation


2-15km
↓


Bagasse from Cane → Transformation → Electricity
↓ 170-850kWh


EtOH(95%)　1kg
↓


Diesel Oil (Lorry) →
200km+50km Transportation


Diesel Oil (Tanker) →
4620km


↓
Heavy Oil →


3.54MJ Dehydration
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0.03kWh →


ライフサイクルライフサイクルGHGGHG排出評価例排出評価例
バイオエタノール製造（タイ）⇒消費バイオエタノール製造（タイ）⇒消費((日本日本))
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バイオエタノールのライフサイクルでの温室効果ガス削減評価結果例
(well to wheels)


source: BIOFUELS FOR TRANSPORT by IEA/OECD (2004) p.53
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バイオディーゼル燃料のライフサイクルでの温室効果ガス削減評価結果例
(well to wheels)


source: BIOFUELS FOR TRANSPORT by IEA/OECD (2004) p.63
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土地利用転換の現場から


地球・人間環境フォーラム


満田 夏花（みつた・かんな）


mitsuta@gef.or.jp


2009年3月5日
シンポジウム「「バイオ燃料と土地利用～持続可能性の視点から～」
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Contents
自然生態系の農地転換の影響
気候変動と生物多様性


社会的影響


開発と土地利用転換の現場から
インドネシア・西カリマンタン：アブラヤシ農園開発


マレーシア・サラワク：アブラヤシ、パルプ用造林


ブラジル：サトウキビ、大豆


まとめ
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自然生態系の農地転換の影響


炭素ストックの放出：とりわけ森林、泥炭
地などの転換


生物多様性への影響：
モノカルチャー化による生息地の消失と
分断


地元社会に与える影響：
社会経済的影響、文化・伝統への影響


4転換後の土地の炭素ストックなどYCO2トン／ha


自然植生の転換による炭素ストックの
減少とバイオ燃料による炭素回収


もともとのストックXCO2トン／ha
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土地転換に伴う温室効果ガス排出を
何年かければ相殺できるか？


Joseph Fargione, Jason Hill, David Tilman, Stephen Polasky, Peter Hawthorne, Land 
Clearing and the Biofuel Carbon Debt , Science 29 February 2008: Vol. 319. no. 5867, pp. 
1235 - 1238 
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生物多様性への影響


生息地の改変は、前世紀において生物多様性にもっとも大きな影響を与
えた要因の一つであり、今後とも大きな影響を与え続ける（ミレニアム生
態系評価）


熱帯林のプランテーションへの転換により、動植物種のかなりの種数が
失われるほか、もともとの植物種が失われ、外来種の雑草の類が侵入す
ること、農薬の使用や土壌浸食による周辺の生態系への影響などが指
摘されている。


写真左：もともとの熱帯林（インドネシア・東カリマンタン）、右：アブラヤシ農園（マレーシア・サバ） ©FoE Japan
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開発と土地利用転換の事例①


インドネシア：西カリマンタンのプラ
ンテーション開発


2008年11月調査*より


*地球・人間環境フォーラム、バイオマス産業社会ネットワーク、
FoE Japanによる共同調査
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インドネシアの森林減少とアブラヤシ農園


森林面積


単位：1,000ha


Wicke,B., Sikkema, R., Dornburg, V., Juginger, M. and Faaij, A. (2008), Drivers of 
Land use change and the Role of Palm Oil Production in Indonesia and Malaysia


単位：1,000ha
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アブラヤシ農園面積


130万ha／年
の減少


160万ha／年
の減少


1950年：1億6,200万ha（国土の85％）
→2003年：8,596万ha（45％）


19万ha


2005：550万ha
2006：607万ha
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インドネシアのアブラヤシ農園開発と
森林減少


パーム油の需要をまかなうには今後500万～2,000万
haの新規農地が必要となる（注１）。
1999年までに造成されたアブラヤシ農園の
少なくとも7割が森林を伐採したもの （注２）


課題の多い「転換林」の評価・決定プロセス


「調査も協議も実際上はしていないことが多い」
「転換林」 ：農地転換・開発が可能な「森林」


2000年には800万ha、2002年には1,400万haに（注２）。パプア、マルクの貴
重な原生林も含まれる。


AMDAL（環境影響評価）の協議プロセスも形骸化？


注１）Wicke (2008) 注２）Casson(2003） 10


インドネシアのアブラヤシ農園拡大計画
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西カリマンタン ジャンティン村


2008年初頭にシナルマス・グループ（＊）によるプ
ランテーション開発


土地面積は合計16,000ha
共有地を提供すれば、事業収益の2割は村へ
しかし村は強固に反対


企業側はすでに土地を造成し、事業を開始


ジャンティン村の230haがすでに伐採、整地
隣村のスムンティック村は事業に賛成。企業が造
成した土地の帰属をめぐり、紛争が発生


※インドネシア最大手のコングロマリット。「製紙・紙パ」「農業・食品」「不
動産」「金融」など。 12


現地事務所では


「私たちは協議をくりかえし、すでに半分の住
民から合意を得ています。」


「もっとも大きなチャレンジは、住民の信頼を
得ること。」


「彼らは昔ながらの生活に慣れており、この
事業が自分たちを豊かにしてくれるということ
に気がついていない」


2008年11月聴き取りによる







13


反対の理由
ジャンティン村の場合


「なぜ反対するかって？ １つ目は土地だ。もしアブ
ラヤシ農園ができたら村人の農地が無くなる。村の
生活は農業に頼っている。農地がなくてどうやって
農業をすれば良いのか」


「次は森だ。森は子孫に受け継がねばならない。森
がなくなれば色々な問題が発生する。農地、森、こ
れらを考えれば考えるまでもないだろう」


「プランテーションが来るまで、こんな問題はなかっ
た。隣村とも、仲良くやってきた 。しかし、自分たち


の土地が切り開かれることを見過ごしにはできな
い。 」
（ジャンティン村元村長のマランさん） 2008年11月聴き取りによる インタビューに答えるロングハウスのリーダーたち


住民の反対にもかかわらず、造成された土地。







住民が出した抗議レター
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反対の理由
プリン・クリチャナ村の場合


「農園は大面積を必要とする。私たちが持っている
野菜のための土地、焼畑のための土地、陸稲のた
めの土地、ゴム林、共有林（＊）を手放すわけにはい
かない。 」
（ロングハウスのリーダー、プリムス・ジュナウさん）


「森が失われれば、食糧の確保や生活の基盤だけ
ではなく、森とともに育まれてきた村の文化も失わ
れてしまう。これは、金を積んでも代替できるもので
はない」
（先住民族出身のロベルト神父）


＊大きな森（原生林）の中に、大昔から慣習的に受け継いできた土地が3箇
所あると説明。


2008年11月聴き取りによる


共有林で果樹を収穫↑
ラタンであまれたかごとドリアン↑
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本当に「貧困」か？
プリン・クリチャナ村の場合


「政府や企業は、アブラヤシ農園開
発は貧困削減になると言うが、間違
えてはいけない。人々は貧しくない。
森はいろいろな恵みを提供する。そ
れを奪おうとすることは間違いだ」


（先住民族出身のロベルト神父）
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開発と土地利用転換の事例②
マレーシア：サラワクのプランテー
ション開発


2009年2月調査より*


*地球・人間環境フォーラム、FoE Japanによる共同調査
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マレーシアにおける
アブラヤシ農園開発


1.9百万ha（1990年）→約4百万ha（2005年）
約2百万haの増加
ゴム、ココア、ココ
ナッツなどの用地
の同時期の減少：
1.1百万ha
同時期の天然林
の減少：91万ha
サラワク：
2010年までに100万ha
を超える農園開発


マレーシアパーム油委員会、FoE-Malaysia、FAO
24


サラワクにおけるアブラヤシ農園とパルプ用造林


出典：Sahabat Alam Malaysia(SAM)
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サラワクにおける先住慣習地をめぐる係争


注）実際にはこの３倍の数の係争が生じている。現在、係争事例はサラワク全土で
約150 件にもおよぶ。


Marcus Colchester, Wee Aik Png, Wong Meng Chuo and Thomas Jalong (2007), “Land is Life: Land 
Rights and Oil Palm Development in Sarawak”, Forest Peoples Programme and Perkumpulan Sawit
Watch
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サラワク州ビントゥル近郊
周辺は熱帯木材の伐採がひと段落した、すでに劣化、した森
林。原生林の面影を残す森林の断片。


Planted Forest Pulp & Paper Project（州政府によるアカシア
植林事業）
グランド・パーフェクト社と、KTS・サムリン・Ta Annなどによるコンソーシアム
もともとAPP社の現地法人Borneo Paper & Pulp社
→撤退


中国向けのパルプ供給をにらむ。日本企業も販売権取得に名乗り？


アブラヤシ農園開発も進行


予定面積15万ha。うち8万haが実施ずみ
240の村が存在
「先住民族のNCR（慣習的な土地の権利）の尊重※」は
形骸化？


（※サラワク州法により、先住民族が伝統的に利用してきたNCRの開発にあたっては、先住
民族の合意が必要とされている）


↑Planted Forest Pulp&Paperの看板 アカシアの一斉造林↑ 2009年2月撮影







切り開かれ、アブラヤシが植えられた土地 切り開かれ、アブラヤシが植えられた土地
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反対を続ける先住民族
Sengok地域の場合


自分たちの先住慣習地（NCR）は計5,000ha。この
なかに6つのロングハウス、約1,000人が居住。自
分たちは昔からここに住んできた。証拠文書もある。


企業はいろいろなオファーをしたが、自分たちの昔
からの土地と暮らしが重要であるため、断った。


2008年9月、NCRのうち300haの伐採が開始され
た。


州知事、警察、土地調査局に訴えたが対応されな
かった。


企業は、我々が違法に居住していると言い、ここは
企業の土地であるとしている。NGOの支援のもとに、
GPSを用いて自分たちの慣習地の地図を作成した。


2009年2月聴き取りによる


先住民族のロングハウスの委員会から州知事あての請願書。このほか
に警察、土地調査局などにも請願→調査はされたが対応はされず







↑取り壊された建物の記録
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Samarakan地域のロングハウスの場合
14のロングハウス。約70人／ロングハウス
10年前にパルプ用植林事業のために移転。
移転前の場所には、ずっと昔から住んでいた。先
住慣習用地の中で移動焼畑耕作を行っていた。こ
の土地は、10ブキ（丘の意）程度か。移転後は
1.2haを与えられた（法的権利はない）。
そのほか、狩や漁業をしていた。今は、アカシア植
林になり、鹿しかいない。


農地が非常に狭くなった。法的権利はない。


先方がオファーした、学校、店舗などは、実現され
ていない。


生活はすべてが変わった。移転した良かった唯一
の点は、町へのアクセスがよくなったこと。


2009年2月聴き取りによる


2009年2月撮影
河川沿いの様子 2009年2月撮影造成された土地


無人となった家インタビューに答えるロングハウスの住民たち
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開発と土地利用転換の現場③


ブラジルのアマゾンとセラード
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ブラジルのサトウキビ農園開発


Luiz A.Martinelli and Solange Filoso(2008), Expansion of Sugarcane Ethanol 
Production in Brazil: Environmental and Social Challenges, Ecological Application, 18(4), 
p.886


農地面積は急拡大。
中南部では牧草地
からの転換も多い。
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セラードの農地転換
セラードとは「閉ざされた土地」の意。
ブラジル中部に広がる灌木草原地帯。面積2
億ha。


もともと、農業に不向きの荒廃地とされてい
たが、1970年代から農業開発が進んだ。


自然植生は当初あったものが1985年には
73％、2004年には43％までに減少（注１）。


法的に保護されている地域は2.2％


注１）Rhett Butler, Biofuels
driving destruction of Brazilian 
cerrado, August 21, 2007 。


もともとの植生の3分の2が失われ
たという評価もある。（WWF:Oil
palm, soy and tropical forest : A 
strategy for life）
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セラード・バイオームと多様な植生


福代孝良「ブラジル・バイオ燃料の持続性の課題～セラード地域と持続可能な土
地利用に向けたゾーニング」
（地球・人間環境フォーラム『グローバルネット』218号）2009年1月より抜粋


多様な生態系モザイク：セラード


（2008年10月撮影）







セラードの開発


（2008年10月撮影）


サトウキビ畑


（2008年10月撮影）


アマゾンと大豆畑


（2008年10月撮影）
44


まとめ


「地球温暖化防止」のためのバイオ燃料利用
であるのならば、森林、泥炭地等の自然生態
系の転換を回避すべき


とりわけ保護価値の高い土地の転換は回避
すべき
「保護価値の高い」には、地元の人々の生活に
とって重要な土地も含む


社会参加のもとでのゾーニング／土地利用
区分決定の必要性
守るべき生態系、バッファーゾーン、利用しなが
ら保全、開発などの区分は、地元住民も含むス
テークホルダー参加のもとに行うべき
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持続可能な社会における
バイオ燃料の位置づけ


シンポジウム「バイオ燃料と土地利用～持続可能性の視点から～」 2009.3.5


NPO法人バイオマス産業社会ネットワーク（BIN）理事長


泊 みゆき


2


持続可能なバイオ燃料とは


【バイオ燃料の持続可能性に
関する共同提言（改定版）】


3


０．エネルギー需要削減


エネルギー需要を削減するための抜本的対策を
実施すること。


地域に存在するバイオマス資源あるいは土地利
用に当たっては、食料生産、マテリアル利用など
の他用途との比較や外部経済を考慮した上で、
総合的な観点から検討すること。


バイオ燃料導入のための補助金に関しては、上
記の観点から慎重な見直しを加えること。


4


土地利用転換、食料生産との競合


１．バイオ燃料原料の生産に当たり、森林
や泥炭地などの自然生態系の転換を伴っ
ていないこと。


２．食料生産のための資源（農地、土地生
産力、水を含む）を圧迫しないこと。
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トレーサビリティ、温暖化防止


３．原料供給源が明確であり、サプライ
チェーン（供給連鎖）のトレーサビリティ
（追跡可能性）が確保されていること


４．農地開発に伴う土地利用転換、生産か
ら加工、流通、消費までの全ての段階を
通してトータルに、十分な温暖化防止効
果が見込めること


6


原料生産のため、以下の責任が
果たされていること


5-1 【法令遵守】
5-2 【環境・社会影響評価】
5-3 【社会的合意】
5-4 【環境管理】
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持続可能なバイオ燃料の量的
限界


土地、水など食料生産との競合


生態系、生物多様性保全との競合


原料となるバイオマスの食料、マテリアル
利用、飼料、肥料（土壌還元）、電力、熱
利用など他用途との競合
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バイオマスは持続可能な社会において重
要な役割を担うが、持続可能な利用量は、
現在の化石燃料需要の一部に留まるだろ
う


持続可能性に配慮しないバイオ燃料利用
は、持続可能な社会への大きな脅威となり
うる


バイオマス資源利用を地域振興の手段と
するなら、食料やマテリアル利用などより価
値の高い利用の方が事業化がたやすい
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持続可能な社会におけるバイオ燃
料の位置づけ（？）
量としてはあまり頼れない


新規市場としての規模は大きい可能性がある。
持続可能性への配慮がないと、生産地などで社
会的・環境的な問題が起こりうる


経済性は？ 税金、開発資金投入の費用対効
果を他の利用と比較して行なうべきでは


バイオ燃料の持続可能性配慮を、他の一次産
品生産・貿易にも広げるべき





